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行政効率化推進計画 
 

平 成 １ ６ 年 ６ 月１ ５ 日 
  行政効率化関係省庁連絡会議 
 
本年２月５日に、行政の無駄を省き、｢簡素で効率的な政府｣を実現す
るため、内閣に行政効率化関係省庁連絡会議を設置したところであり、
３月３０日には、総理の指示を受け、閣僚懇談会において、官房長官よ
り、｢行政の効率化を進めるに当たり、各省庁において、有識者やさら
に直接国民の声を聞くなどの工夫をしながら、具体的な計画を作成し、
成果をあげていただきたい｣旨、発言があったところである。 
 これを受け、政府が一丸となって行政効率化に向けた当面の取組みを
着実に遂行するために、これまでの議論を踏まえ、ここに｢行政効率化
推進計画｣をとりまとめる。 
 
１．基本的考え方 
我が国の行政については、危機的な財政事情の下で、国際化、ＩＴ化、
少子高齢化等の社会の変化に対応した新たな行政ニーズが着実に増大
し、同時に、行政サービスの質的向上も求められている。 
他方、民間においては、９０年代末以降、徹底した経費節減への取組
みを強化してきている。 
このような環境において、各府省は、納税者の視点に立って、改めて
所管の行政を見直し、その効率化に向け不断の努力を行い、概算要求、
機構・定員及び予算執行に反映する必要がある。 
 なお、各府省は、所管の独立行政法人等に対しても、それぞれの取組
みを参考にしつつ、効率化を進めるよう要請する。 
また、各地方公共団体に対しては、自らの行政の効率化に積極的に取
組むに当たって、本計画における国の取組みも十分参考にするよう周知
を図る。 
 
２．主要な取組み 
 各府省は、各々所管する行政の特性を踏まえつつ作成した、別添の各
府省別行政効率化推進計画に基づき、行政効率化を推進する。 
関係府省に共通する主要な取組みを整理すると、以下の通りである。 
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１ 一般競争入札、公募型指名競争入札等の推進 
・ 公共工事について、不良・不適格業者の排除及び適正な施工の確
保のための措置を強化するとともに、一般競争入札による調達を逐
次拡大する。各府省ごとに一般競争入札による調達の割合（競争入
札に付した件数に占める一般競争入札の割合）を含め、一般競争入
札の実施状況を毎年度公表する。 
・ 上記以外の公共調達について、適切な入札参加資格を設定すると
ともに適正な履行の確保に配慮しつつ、一般競争入札による調達を
逐次拡大する。各府省ごとに一般競争入札による調達の割合（競争
入札に付した件数に占める一般競争入札の割合）を含め、一般競争
入札の実施状況を毎年度公表する。 
・ 公共調達について、公募型指名競争入札等の受注意欲を反映した
指名競争入札の拡大を図るため、各府省ごとに公募型指名競争入札
等による調達の割合（指名競争入札に付した件数に占める公募型指
名競争入札等の件数の割合）に関する目標数値を本年末までに定
め、毎年度その実施状況を公表する。（平成１６年度から５年間） 
・ 特定建設工事共同企業体（特定ＪＶ）の結成の義務付けは原則と

して廃止する。義務付けた場合は、毎年度その理由を公表する。 

 
各府省の保有する公用車（運転手付で専ら人の移動用の庁用乗用自
動車）について、職員運転手の雇用問題に留意しつつ、交換時期等を
勘案し、平成２５年度までに約６００台削減する。 
職員運転手については原則退職後不補充の方針を遵守し、仮に補充
する場合には、再任用制度を活用することとする。 
また、共用利用の一層の推進等さらなる効率的な運用に努めるとと
もに、アイドリングストップや低公害車の導入等による燃料費の節
減、運転業務の民間委託等により、経費の削減を図る。 
これらの取組については、３年後に見直しをする。 
なお、独立行政法人等に対しても、同様の効率化を進めるよう要請
する。 

（１）公用車の効率化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）公共調達の効率化  
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２ 総合評価落札方式の推進 
・ 公共工事において、価格だけでなく技術や品質を含めた競争の促
進を図る。特に、公共工事の入札に係る総合評価方式の実施に関す
る目標値を定めて、総合評価方式の採用を推進する。 
・ 公共工事について、国土交通省作成の総合評価方式事例集を活用
するなどにより、総合評価方式に関する情報の普及を図る。 
 
３ 適切な競争参加資格の設定等 
・ 工事成績が一定以下の業者について競争参加資格を認めない措置
を導入する等過去の成績を適切に反映させる。 
・ 優れた企業による競争を推進するため、工事成績データベースを
構築・活用する。 
・ 民間部門からの受注実績も一般競争等において競争参加資格にお
ける過去の実績として適切に評価する。 
・ 調達物の仕様を設定するに当たっては、必要最小限の性能・機能
を定めるにとどめ、限られた業者しか入札に参加することができな
いこととなることのないよう一層徹底する。 
 
４ 民間の技術力の活用 
・ 公共工事について、ＶＥ（バリュー・エンジニアリング）方式・
設計施工一括方式等を活用する。特に、各府省ごとに入札時ＶＥの
実施に関する目標値を定めて、入札時ＶＥの採用を推進する。 
・ 大規模かつ技術的な難易度の高い工事において、入札後契約前Ｖ
Ｅを実施する。 
・ 公共工事について、入札・契約の公正性、透明性に十分配意しつ
つ、独立行政法人等において民間の技術力を活用した交渉方式を試
行的に実施するよう要請する。 
 
５ 予定価格の適正な設定 
・ 取引実例に係る市場調査をインターネットなどを活用し幅広く行
い、予定価格のより適正な設定に努める。 
・ 資材単価等の積み上げによる積算ではなく、契約実績に基づき、
工種別に単価設定を行う「ユニットプライス型積算方式」を試行す
る。 
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６ 随意契約の適正な運用等 
・ 随意契約による場合には、法令の定める要件に合致するかどうか
の確認を適正に行う。 
・ 各府省ごとに定める一定金額以上の随意契約案件について、各省
のＨＰにおいて、契約の相手方、契約金額、随契理由等をまとめて
公表する。 
 
７ 落札率１事案への対応等 
・ 各府省ごとに定める一定金額以上の公共調達（予定価格を含め当
該契約に関する情報を開示することが適当でないと認めたものを
除く。）について、落札率を一覧表にして公表する。 
・ 取引実例に係る市場調査をインターネットなどを活用して幅広く
行い、市場価格を適切に把握して予定価格のより適正な設定に努め
る。（再掲） 
・ 参考見積を徴取する場合には、原則として複数の業者から徴取す
るとともに、参考見積をもとに予定価格を作成する場合には、見積
の比較、取引実例との比較等を行い、より適正な予定価格の設定に
努める。 
・ 調達物の仕様を設定するに当たっては、必要最小限の性能・機能
を定めるにとどめ、限られた業者しか入札に参加することができな
いこととなることのないよう一層徹底する。（再掲） 
・ 再度入札を繰り返すことは可能な限り避け、落札者がいない場合
にはなるべく再度公告入札を行う。 
 
８ 国庫債務負担行為の活用 
・ コピー機、パソコン等の物品について、購入する場合や単年度賃
貸借を行う場合と比較して複数年度のリース契約を行うことに合
理性が認められる場合には、国庫債務負担行為による複数年契約に
よることとする。 
・ 複数年度にわたる情報システムの開発等について、原則として国
庫債務負担行為による複数年契約により実施することとする。 
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公共事業のコスト縮減については、平成９年度からの取組を踏まえ
て平成１２年度に策定された「公共工事コスト縮減対策に関する新行
動指針」に従い、総合的なコスト縮減について取組を実施することに
加え、平成１５年度からは、平成１５年９月に策定された「公共事業
コスト構造改革プログラム」により、コストの観点から公共事業の全
てのプロセスを見直すコスト構造改革の取組を推進することとする。 
当該プログラムに基づき、事業の迅速化、計画・設計から管理まで
の各段階における最適化、調達の最適化に向けての施策を実施し、平
成１４年度までの２割以上のコスト縮減（平成８年度比。物価の下落
等を含む。）に加え、平成１５年度から５年間で、平成１４年度と比
較して、物価の下落等を除き、１５％の総合コスト縮減率を達成する
ことを目標とする。 

 
９ その他 
・ 徹底した仕様の見直し・合理化によるコスト削減を図る。（過剰
仕様等の排除） 
・ 電話料金の割引制度の活用を図る。 
・ 事務用品の一括購入を推進する。 
・ 電力供給契約の入札を実施する。 
・ 電子入開札システムの活用を図る。 
・ 庁舎の光熱水費を削減するため、他の先進的事例を参考に、ＥＳ
ＣＯ事業導入の検討等を進める。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）公共事業のコスト縮減  
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（１）業務・システムの最適化と行政組織等の減量・効率化 
各府省に共通する業務・システム（21 分野）及び個別府省の業
務・システム（51 分野）について、民間等の先行事例も参考とし
つつ、業務や制度の見直し、システムの共通化・一元化等による
最適化を推進する。 
また、これに対応した行政の減量・効率化を進める。 

ア．各府省に共通する業務・システム 
① 業務・システムの最適化 
・「人事・給与等業務・システム最適化計画」（平成１６年２月
27 日 各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議決定）に基づ
き、人事院等は平成１６年度末までにシステムの主要な部分を
整備するとともに、各府省は平成１９年度末までに当該システ
ムに順次更新することにより、業務の効率化と経費の削減を図
る。 
・業務・システムのうち、共済、物品調達、物品管理、謝金・諸
手当、補助金及び旅費に係るものについては平成１６年７月ま
でに、災害管理、統計調査、研究開発管理等に係るものついて
は平成１７年度末までのできる限り早期に、それぞれ最適化計
画を策定し、当該計画に基づき業務の見直し、システムの共通
化・一元化等を進め、業務の効率化と経費の削減を図る。なお、
最適化計画の策定に際しては、業務処理時間や経費の削減効果
（試算）を数値で明示する。 
② 行政組織等の減量・効率化 
・人事・給与等の内部管理業務について、最適化計画等に基づき
各府省で実施する効率化措置や定員削減等の目標を定めた合
理化計画を可能な限り早期に策定する。 

イ．個別府省の業務・システム 
① 業務・システムの最適化 
・旧式（レガシー）システム等個別府省の業務・システムについ
て、平成１７年度末までのできる限り早期に最適化計画を策定
し、当該計画に基づき業務やシステムの見直し等を進め、業務
の効率化と経費の削減を図る。なお、最適化計画の策定に際し
ては、業務処理時間や経費の削減効果（試算）を数値で明示す
る。 
 

（４）電子政府関係の効率化  
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アウトソーシングについては、ガバナンスに留意しつつ、各府省共
通的に取り組みうる警備・清掃等の庁舎管理等施設・設備等の管理業
務、庁内ＬＡＮ等の情報システムの管理業務、公用車の運転業務、ホ
ームページの作成・管理業務、電話交換業務等について、これまでの

各府省の取組を踏まえ、一層推進するほか、各府省固有の事務・事業
についても、積極的に推進し、効率化を図る。 
また、ＰＦＩについては、その事業の内容に応じ、先進的な取組を
行っている府省の実績を参考に、他の府省においても効率化に資する
取組を積極的に検討する。 

 

② 行政組織等の減量・効率化 
・旧式（レガシー）システムは、新システム移行に合せて定員削
減等の合理化を図る。このため、最適化計画の策定に併せて、
各府省で実施する定員削減等の目標を定めた合理化計画を策
定する。  
 
ウ．オンライン化に対応した減量・効率化 
  ・申請・届出等手続のオンライン化に伴う効率化をはかるため、 
手続の統廃合・ワンストップ化、添付書類の廃止等の手続の簡 
素化・合理化を推進するとともに、申請・届出を受けて行われ 
る受付・審査等の一連の事務処理過程・体制の抜本的な見直し 
を行い、組織・業務の効率化・合理化を推進する。 

 
（２）国家公務員給与の全額振込化 
国家公務員給与の全額振込化について、職員の協力を得つつ推進
し、平成１７年度末までに、山間・僻地等全額振込化が困難な地域
を除き、各府省において原則として 100％の実施を目指すととも
に、各府省別の実施状況を定期的にフォローアップする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（５）アウトソーシング  
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時代に即応した内容の統計調査を効率的に実施し、その結果を利用
し易い形で国民に提供するため、次により国が行う統計調査の合理化
を推進する。 
 
１ 時代の変化を反映した統計調査内容の抜本的見直し  
国・地方で、時代の変化を反映した的確な情報把握と迅速な情報
開示のため、農林水産統計などに偏った要員配置等を含めて、既存
の統計を抜本的に見直す。一方、真に必要な分野を重点的に整備し、
統計制度を充実させる。 
 
２ ＩＴの活用 
調査票の配布・収集のオンライン化、既存ネットワークシステム
の活用等、業務・システムの最適化による統計調査の効率的な実施
及び情報通信技術を活用した結果提供の高度化を図る。 
なお、業務・システムの最適化については、平成１７年度末まで
のできる限り早期に策定することとなっている「業務・システムの
最適化計画」を踏まえ、各府省において取り組む。 
 
３ アウトソーシング 
集計、データベースの作成・提供、実査等の統計事務のうち民間
委託により対応可能な分野については早急にアウトソーシングを
進める。また包括的民間委託について積極的な導入を図る。秘密の
保護の観点等から民間委託になじまない製表等の事務については、 

 

ＩＰ電話については、通信費の削減を図るため、すべての府省において
費用対効果や技術面での検討を行い、その結果を踏まえ、順次導入を図
る。 
 農林水産省及び特許庁については平成１６年度から導入を開始し、そ
れ以外の府省については平成１６年１２月までに費用対効果や技術面で
の導入に向けた検討を行う。 
 

（６）ＩＰ電話の導入  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（７）統計調査の合理化  
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国民との定期的な連絡を伴う業務を行うに当たっては、利用者の利 
便性を常に念頭に置くとともに、業務の効率化を図るものとする。 
 例えば、以下のような取組みを行う。 
・ これまで書面により行われていた手続（所得税、法人税及び消費 
税の申告、全税目の納税及び申請・届出等）をインターネット等で
も行うことができる国税電子申告・納税システム（e-Tax）の全国
拡大（平成１６年度に全国拡大）により、納税者等の利便性の向上
及び確定申告書の発送料金等の削減を図る。 
・ 厚生労働省ホームページ社会保険庁コーナーにおいて、５５歳以
上の者からの年金見込み額及び年金加入状況の照会を受け付けて
いるが、本人への郵送による回答に加え、本人確認を厳格に行いつ
つ、インターネットによる回答を可能とすることにより、郵便費用
の軽減や回答の迅速化を図る。平成１６年度中の実施を目指し検討
を進める。 
・ 年金受給者の生存状況の確認（生存確認）について、現況届（は
がき形式）の提出による確認から、住民基本台帳ネットワークへの
生存状況の照会による確認などに変更することにより、郵便費用の
軽減や事務処理の効率化を図る。平成１８年度中の実施を目指し検
討を進める。 

 
その効率性等を踏まえつつ、独立行政法人統計センター等への委託
を推進する。 
なお、各府省間で平成１６年度中に作成する「民間委託に係るガ
イドライン」を踏まえ、アウトソーシングを更に加速する。 
 
４ その他 
類似調査の一元化、調査客体数・調査回数・調査項目の削減等に
より、統計調査の効率的な実施を更に推進する。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（８）国民との定期的な連絡に関する効率化  
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出張により航空機を利用する際には、割引制度の情報の収集に努
め、その最大限の利用を図るものとする。 
特に、昨今の国際線における割引制度の発展に鑑み、外国出張の際
は、割引制度の適用が無い、日程が直前まで定まらない等の事情があ
る場合を除き、原則、割引航空運賃を利用することとする。 
 各府省は、上記内容を周知徹底し、以って出張旅費の効率的な使用
を図るものとする。 
 

 

・ 交際費については、部外者に対し、儀礼的、社交的な意味で支出
するという趣旨を徹底し、かつ、職務関連性を一層厳しく確認する。 
・ 職員に対する福利厚生について、共済組合と連携して、民間との
均衡を考慮しつつ、引き続き適切な水準とするように努める。 

 

（９）出張旅費の効率化  
 
 
 
 
 
 
   
 
 
 
（１０）交際費等の効率化  
 
  
 
 
  
 
 
 
○勤務条件関係の状況  
 
 この他、退職時の特別昇給制度については、４月１２日付の人事院規
則改正により廃止されたところであり、これを受け、各府省は、同改正
の施行日（５月１日）以降、退職時の特別昇給を行っていない。 
  
また、地域における公務員給与については、｢経済財政運営と構造改
革に関する基本方針２００４｣（平成１６年６月４日閣議決定）に基づ
き、政府を挙げて、取組みを進める。 
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３．今後の進め方 
 
 なお、各府省は、内閣官房、総務省行政管理局および財務省主計局と
協力して、定期的に、各府省別行政効率化推進計画の取組みの実績を明
示する。 
 また、今後、所管行政を取り巻く環境の変化に応じ、各府省は、各府
省別行政効率化推進計画を、適宜見直すこととする。各府省別計画の遂
行・見直し状況等を踏まえ、本計画についても、適宜改定を行う。 
 


